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2022年12月の生物多様性条約第15回క約
国会議（CBD�COP15）において、新たな
世界目標である「ࠛ明・モントリオール生
物多様性࿮組」が採択された。そのなかで
は、2050年ビジョンとして「自然と共生す
る世界」が、2030年ミッションとして「生
物多様性の損ࣦを止め反転させる」（いわ
Ώる「ネイチャーポジティブ」）が、それ
ͧれܝげられた。

この新たな国際約ଋ達成のための国内࿮
組みとして、2023年̏月に「生物多様性国
家戦略2023�2030」が閣議決定された。同
戦略においては2030年ミッションを達成す
るための５つの基本戦略がܝげられてお
り、その基本戦略̏が「ネイチャーポジティ
ブ経済の実現」である。また、基本戦略̏
の重点施策として、「ネイチャーポジティ
ブ経済Ҡ行戦略」の策定が位置づけられて
おり、環境省で設置した「ネイチャーポジ
ティブ経済ڀݚ会」において2022年̏月か
ら議論を重Ͷ、2024年̏月、環境省、೶林
水産省、経済産業省、国土交通省とともに
策定・公表した。

本ߘにおいては、環境省における生物多
様性関連の取組みにとっての経済の意義を

述べ、ネイチャーポジティブ経済Ҡ行戦略
の֓略をޚ঺հする。

なお、戦略策定にあたっては、環境省が
設けたڀݚ会である「ネイチャーポジティ
ブ経済ڀݚ会」（஛ϲ原ܒհ座長、ࣜג会
社日本政策投資銀行設備投資ڀݚॴエグゼ
クティブフェロー）やその下にテーマ͝と
に５つ設けたコアメンバー会議（①ई度・
πール、②೶林水産分野、③インフラ・ݐ
設分野、④サプライチェーン分野、ᶇ地域・
金融部）において೤৺にޚ議論・ޚ助言い
ただいたほか、多くの有識者・経済界の方ʑ
に個別にώアリングに応じていただいた。

ωΠνϟʔϙδςΟϒ経ࡁͷҙٛ

まず、本戦略の֓略はਤ̍のとおりであ
る。以下に内容を֓આするが、戦略に関す
る解આ動画1）も作成しているので併せて͝
ཡいただきたい。

๛かな生物多様性に支えられた自然資本
は、人間が生存するためにܽかせない安全
な水や৯料の安定的な供給に寄༩するとと
もに、๷災減災など฻らしの安全・安৺を
支え、さらには地域ಠ自の文化を育む基盤
となるܙみをもたらすなど、๛かな社会の
ૅとなっている。一方、多くの経済活動が
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ਤ１　�ωΠνϟーϙδςΟϒࡁܦҠߦઓུの֓ཁ
ʢ����೥݄̏ɺ環境লɺ೶ྛਫ࢈লɺۀ࢈ࡁܦলɺࠃ土ަ௨লʣ
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自然資本に依存しており、かつ自然資本は
継続的にྼ化していることが報告されてい
る。これはすなわち、経済活動の持続可能
性が危機にࡽされていることを意味する。

したがって環境省としては、ネイチャー
ポジティブ経済の実現がٸ務と考えてい
る。「ネイチャーポジティブ経済」とは、
その名のとおりネイチャーポジティブの実
現に資する経済であり、個ʑの企業が自社
の価値創造プロセスにおいて自然資本の保
全の֓念を取り込み（ネイチャーポジティ
ブ経Ӧ）、バリューチェーンにおける負ՙ
の最小化と製品・サービスを通じた自然へ
の貢献の最大化が図られ、また、そうした
企業の取組みを消費者や市場等が評価する
社会へと変化することを通じ、自然や生ଶ
系への഑ྀや評価が組み込まれるととも
に、行政や市民も含めた多様な主体による
取組みがあいまって、資金の流れの変革等
がなされた経済を意味する。

IIRC（国際౷合報告フレームワーク）
の価値創造フレームワークでも示されてい
るように、企業は６つの資本を持つ。自然
資本もこのなかの１つであり、企業の経Ӧ
は自然資本に依存するとともに、その活用
等により新たな価値創造の機会をಘること
もできる。個ʑの企業がこうしたネイ
チャーポジティブ経ӦにҠ行するために
は、自然資本が事業活動にとってリスク・
機会の྆面でマテリアルなものであるとの
認識のもと、自社の価値創造プロセスのな
かに自然資本の保全の֓念を組み込むこと
が必要との考えから、本戦略では以下の̏
点を示した。
① 企業の価値創造プロセスとビジネス機会

の具体ྫ
② ネイチャーポジティブ経Ӧにあたって企

業がԡさえるべき要素
③ 国の施策によるバックアップ

ωΠνϟʔϙδςΟϒ経Ӧͷҙٛ

企業の価値創造プロセス企業は既にサス
テナビリティ経Ӧ、ESG投資等の文຺で、
自社にとってマテリアルなඇࡒ務的価値を
価値創造プロセスに取り入れる努力をして
いる。自然資本についても、自社の自然資
本への依存や影響、機会創出の可能性を正
しくଊえ、マテリアルと判அしたものを取
り込んでいくことが、新たな企業価値に結
びつく。その過程で実施する、バリュー
チェーンにおける自然資本への負ՙの೺Ѳ
のためのトレーサビリティの確保や自然資
本の損ࣦ回ආ等の対応は、調達リスクや災
害リスクに対する企業のレジリエンス向上
の面からも事業の持続可能性の向上につな
がる。また、機会にண目した新規事業開発
などの価値創造ストーリーも投資家へのア
ピールとなる。自社のリスクへの対応の過
程でഓった経ݧや技術などは、製品・サー
ビスとして提供することでଞ者のリスク対
応に転用することができ、これが新たな事
業ྖ域となる可能性もある。

世界では、TNFD（自然関連ࡒ務情報開
示タスクフΥース）等を通じた情報開示に
より民間資金の流れの変革を目指す動きが
生じ始めており、こうした動きが世界的に
拡がれ͹、企業にとっては、ネイチャーポ
ジティブ経Ӧに係る情報開示を通じて、資
金の呼込みや٬֫ސಘ等が期଴できる。ま
た、地域住民との対話によって、地域にお
ける継続的・安定的な事業運Ӧ・市場֫ಘ
等の実現も期଴できる。

TNFD等による情報開示やそれを用いた
投資家や地域との対話を通じて価値創造ス
トーリーをຏき上げることにより、自然資
本への取組みというඇࡒ務的な価値がג価
の向上やPBR（ג価७資産ഒ率）などࡒ務
パフΥーマンスの改ળにもつながる可能性
がある。

こうした価値創造プロセスの実現を支え
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る基盤となるのが、DX（デジタルトラン
スフΥーメーション）の進展、科学的知見
のॆ実、国際社会における適切な評価、消
費者を含む取組機運のৢ成・維持である。
これらの基盤が価値創造プロセスの実現を
支えるのみでなく、プロセスの各ステップ
から生まれる知見・技術等が、またそれら
の基盤の強化につながるという流れもあ
る。

戦略の参考資料には、ビジネス機会の具
体ྫを、できる限り定量的な市場規໛とと
もにࡌܝしている。ྫえ͹、日本水産は、
マグロཆ৩時のӤをڕ༝དྷのものではなく
২物との഑合ࣂ料に切りସえ、ڕ資源への
負ՙを減らす取組みを進めている。同戦略
において現ࡏの市場規໛は、約864ԯ円と
試算している。೶林水産省のみどりの৯料
システム戦略においても、生Ӥ・モイスト
ペレットから഑合Ӥへの転換に関する目標
として、現状の44％から2030年時点で64％
となっている。なお、本དྷ཮にあるべき২
物性の஠素・リン等の海上への流出も懸念
されಘるとこΖであるが、その点について
は、水に入っても่れにくいドライペレッ
トを導入したり、画૾਍அ技術を活用して
の状ଶに合わせて給Ӥすることで、水質ڕ
汚染を抑制したりすることなどが考えられ
る。

こうしたビジネス機会がある一方、ٯに
自然との関わりを間ҧえれ͹損ࣦを被るリ
スクもજんでいる。BMPPNCFSHNEF
（2023）2）は、自然との不適切な関わりの

結果、ࡒ務的損ࣦを被った10社の事ྫを঺
հしている。ྫえ͹テスラ社は、ベルリン
のギガファクトリー計画において、地下水
への依存及び؅理不଍が引きىこした水量
減少により環境保護団体から提訴され、同
社ג価は提訴後24時間で3.1％下མした。

ωΠνϟʔϙδςΟϒ経Ӧに͋ͨͬて
ԡ͑͞Δ΂͖ཁૉ͕ۀا

本戦略においては、ネイチャーポジティ
ブ経Ӧにあたって企業がԡさえるべき要
素、いわ͹企業にとっての行動指針も示し
た。これは、企業のせっかくの取組みが「グ
リーンウΥッシング」だとして批判されな
いように、またそれをڪれて「グリーンϋッ
シング」（企業が、自਎の環境への取組み
について公表することを߇えること）にؕ
らないように、といった観点から、留意す
べき要素や国としての考え方を示したもの
である。具体的にはਤ̍のᶄにあるとおり
である。ྫえ͹ミティήーション・ώエラ
ルキーの厳क。すなわち自然を増大させる、
いわ͹ポジティブな取組みをアピールする
のみでなく、༏先ॱ位としては日頃の事業
活動で自然に༩えている負ՙを೺Ѳし、そ
の削減から試みるべきであることである。
開発・土地利用に係る環境アセスメントの
世界ではݹくから言われている原ଇである
が、ࡢ今、これがどの事業形ଶにも適用さ
れるべきというை流になってきており、
TNFD や SBTT （SDJFnDF BBTFE TBSHFUT） 
GPS NBUVSFにおいてもミティήーション・
ώエラルキーやそれにあたる考え方がܝげ
られている。

一方で、すべての取組みが最ॳから漏れ
なくなされることや、企業のみの努力に
よって自然の状ଶを表すカーブをポジティ
ブ方向へと反転させることを目指している
ものではない。それが次の要素としてܝげ
ている、「総体的な負ՙ削減に向けた一า
ずつの取組も঑ྭ」「損ࣦのスピードダウ
ンの取組にも価値」である。

にΑΔόοΫΞοϓࡦࢪͷࠃ

本戦略においては、関係省庁からඇৗに
多くの施策をネイチャーポジティブ経済実
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現に資する施策としてొޚ࿥いただいた。
それらは戦略において、企業の価値創造プ
ロセスのステップ͝とに整理しているので
参রいただけれ͹幸いである。

主なものとしては、ਤ øのᶅにもܝげた
とおり、今国会で成立した新法「地域にお
ける生物の多様性の増進のための活動の促
進等に関する法律」に基づく民間企業等の
生物多様性保全活動の推進や、そうした活
動に関し自ら土地を持たない者も参加でき
るようにする「支援ূ明書」制度の創設、
TNFD 等 の ࡒ 務 情 報 開 示 や SBTT GPS 
NBUVSF等の目標設定に向けた支援、消費
者行動に関するマーケティングデータの提
供、ޓ助・協業プラットフΥームの創設、
೶水省から補助先への最低限の環境負ՙ削
減の取組要請（クロスコンプライアンス）
等がある。

  ஍Ҭ໨ඪઃఆにΑΔ
͞ΒͳΔޙԡ͠ͷՄೳੑ

自然資本に関する科学的な調査・分ੳ・
評価、地域のステークホルダーとの対話、

地域の価値向上への貢献は、事業の持続的
な展開のݤであり、生物多様性基本法に基
づく生物多様性地域戦略がコミュニケー
ションπールとなり、企業、行政、市民、
体制の構築にも貢献するܞ機関等が連ڀݚ
可能性があるため、同地域戦略の活用、質
の向上にܨがるような事ྫ創出が必要であ
る。環境省としてはこれを、生物多様性地
域戦略のモデル的支援事業等を通じて支援
していく考えである。

なお、自然の持つネットワーク性にؑみ
れ͹、企業୯ಠで取り組むよりも地域の生
ଶ系ネットワークにおける意義の明確化に
より、取組価値の向上が可能であることか
ら、地域の計画（地域戦略や地方公共団体
の総合計画等）への企業の取組みの位置づ
けが有効であることが、投資家からも指摘
されている。

地域の目標が明確になると、それにඥ付
くファイナンス等も可能となる可能性があ
る。ྫ え͹京都府においては「京都ゼロカー
ボン・フレームワーク」を実施している。
中小企業の脱炭素の取組みを地域金融機関
が支援するものであり、府が設定する総量

ਤ ２　生෺ଟ様ੑのओྲྀ化にؔ͢る౰໘の໨ඪͱઓུ
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削減目標を達成した企業に、資金使途に制
限がなく、融資上限もないサステナビリ
ティ・リンク・ローンとして金利༏۰等の
インセンティブを付༩する࢓組みである。
ネイチャーの世界でも、ྫえ͹水・土・थ
木等、その量的・質的な影響を定量的に測
れるものについて、こうした࢓組みが実現
することは十分に考えられる。

͓わりに

զʑは水一ణ、自然のӦみがなけれ͹手
に入れることができない。すなわち自然の
ᆝ損は事業の途ઈに直結するリスクであ
る。にもかかわらず、自然資本の保全・再
生に係る課題はଞの社会課題・環境課題に
比してྼ後されがちである。

これには、特にզが国のように国外の自
然資本に資源・生産活動の大半を依存して
いる場合、その危機が直઀に感知しづらい
こと、国内についても、日本は๛かな自然
にܙまれているという認識がࠜ強く、危機
感を感じづらいとも考えられる。

こうしたഎܠはありつつも、自然資本の
保全・回෮に取り組まないことによるリス
クを正しく認識して対応し、取り組むこと
による機会をଊえられるような環境を整備
することが、日本企業の国際競争力強化に
つながると考える。これが、今ൠネイチャー
ポジティブ経済Ҡ行戦略を取りまとめた意
図である。

このほかにも環境省では、ネイチャーポ
ジティブ地域経Ӧに資する自然資本価値評
価モデル事業等を、ਤ ùのとおり実施して

いく。また、環境省だけでは手のಧかない
部分について、10年以上続く産官学民プ
ラットフΥームである+�GBF（2030生物多
様性࿮組実現日本会議、会長ɿ十૔経団連
会長、2021年から。前਎は2011年からの
UNDB�+（国連生物多様性の10年日本委員
会））のお力をおआりし、構成員たる業界
団体、NGO、自治体ネットワーク、Ϣー
ス団体等に、国民各界各૚への行動変容の
呼びかけ等をお手఻いいただいている。今
回ޚ঺հしたネイチャーポジティブ経済Ҡ
行戦略の目標の１つに「ネイチャーポジ
ティブએ言」の団体数1,000団体とあるが、
同એ言は+�GBFが2023年10月から呼びかけ
ているものである。民のお知ܙを大いにお
आりし、創意工෉していただき、共にネイ
チャーポジティブ実現に向けた機運をৢ成
していく。

本戦略の策定にあたって೤৺なޚ議論を
いただいた、ネイチャーポジティブ経済ݚ
会及び５つのコアメンバー会議の委員各ڀ
位、ฒびに個別のώアリングに応じてくだ
さった多くの有識者・経済界の方ʑに、こ
の場をおआりして৺からྱޚを申し上げ
る。

１）環境省ZPVUVCFチャンネル「ネイチャーポジ
ティブ経済Ҡ行戦略の解આ」IUUQT���XXX.
ZPVUVCF.DPN�XBUDI W�WWAWIMHL2JA

２）BMPPNCFSHNEF, 2023. WIFn UIF BFF SUJnHT
�CPVnUJnH UIF CPTU PG NBUVSF�RFMBUFE RJTLT�. 
URL. IUUQT���BTTFUT.CCIVC.JP�QSPGFTTJPnBM�
TJUFT�24�BNEF_NBUVSF�RJTL.QEG （2024年̏月
時点）




